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病Ａと本件傷病Ｂとの間には相当因果関
係が認められないが、本件傷病Ｂと本件
傷病Ｃとの間には相当因果関係が認めら
れる。そして、事後重症による請求につ
いては、後記「理由」欄第２の２及び第
２の３記載の各診断書が提出されている
ので、本件傷病Ａ、本件傷病Ｂ及び本件
傷病Ｃによる障害の状態を認定、判断す
べきこととなる。）。

３	　厚生労働大臣は、主位的な２０歳到達
日による請求について、令和○年○月○
日付けで、請求人に対し、２０歳に達し
た日（平成○年○月○日）における請求
人の本件傷病Ａ及び本件傷病Ｂによる障
害の状態は、国民年金法施行令別表（以
下「国年令」という。）に定める障害等級
１級及び２級の対象となる障害の程度に
該当しないとの理由により、障害基礎年
金を支給しない旨の処分（以下「原処分
１」という。）をした。

４	　また、厚生労働大臣は、予備的な事後
重症による請求について、令和○年○月
○日付けで、請求人に対し、裁定請求日
における請求人の本件傷病Ａ、本件傷病
Ｂ及び本件傷病Ｃによる障害の状態は、
国年令別表に定める２級の程度に該当す
るとして、受給権を取得した年月を同年
○月とする障害等級２級の障害基礎年金
を支給する裁定をし、もって、これを超
える障害基礎年金の支給はしない旨の処
分（以下「原処分２」という。）をした。

５	　請求人は、原処分１及び原処分２を不
服として、標記の社会保険審査官に対す
る審査請求を経て、当審査会に対し再審
査請求をした。

第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点
１	　障害基礎年金の支給を受けるためには、
障害の状態が国年令別表に定める程度
（障害等級１級又は２級）に該当している
ことが必要とされている。

２	　本件の場合、本件傷病Ａに係る初診日

令和６年（国）第７７号

令和７年９月３０日

主文
１　本件再審査請求のうち、主位的な２０歳
到達日による請求に係る部分を棄却する。
２　請求人の予備的な事後重症による請求に
係る後記「事実」欄第２の４記載の原処分
２を取り消す。

事実
第１　再審査請求の趣旨
　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、主位的に、後記第
２の３記載の原処分１を取り消し、請求人
の２０歳に達した日を受給権発生日とする
障害基礎年金の支給を求め、これが認めら
れない場合には、予備的に、後記第２の４
記載の原処分２を取り消し、裁定請求日を
受給権発生日とする障害等級１級の障害基
礎年金の支給を求めるということである。
第２　事案の概要（本件再審査請求に至る経
緯）
　本件記録によると、請求人が本件再審査
請求をするに至る経緯として、次の各事実
が認められる。
１	　請求人は、両大腿骨頭壊死及び両上腕
骨頭壊死（以下、併せて「本件傷病Ｃ」
という。）により障害の状態にあるとし
て、令和○年○月○日（受付）、厚生労働
大臣に対し、事後重症による請求として、
障害基礎年金の裁定を請求した。
２	　また、請求人は、チェディアック東症
候群（以下「本件傷病Ａ」という。）及び
急性リンパ性白血病（以下「本件傷病Ｂ」
という。）により障害の状態にあるとし
て、令和○年○月○日（受付）、厚生労働
大臣に対し、２０歳到達日による請求と
して、障害基礎年金の裁定を請求した。
請求人は、その後、同年○月○日付けの
書面により、厚生労働大臣に対し、上記
請求を主位的請求とし、前記１の事後重
症による請求を予備的請求とする旨の請
求事由確認書を提出した（なお、本件傷
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められる状態であつて、日常生活の用
を弁ずることを不能ならしめる程度の
もの」（１級９号）、「身体の機能の障害
若しくは病状又は精神の障害が重複す
る場合であつて、その状態が前各号と
同程度以上と認められる程度のもの」
（１級１１号）が、それぞれ挙げられ
る。
　そして、国民年金法上の障害の程度
を認定するためのより具体的な基準と
して、社会保険庁により発出され、同
庁の廃止後は厚生労働省の発出したも
のとみなされて、引き続き効力を有す
るものとされている「国民年金・厚生
年金保険障害認定基準」（以下「障害認
定基準」という。）が定められている
が、障害の認定及び給付の公平を期す
るための尺度として、当審査会もこの
障害認定基準に依拠するのが相当であ
ると考えるものである。

⑵	　障害認定基準の「第２ 障害認定に当
たっての基本的事項」の「１ 障害の程
度」によれば、日常生活の用を弁ずる
ことを不能ならしめる程度とは、他人
の介助を受けなければほとんど自分の
用を弁ずることができない程度のもの
で、例えば、身のまわりのことはかろ
うじてできるが、それ以上の活動はで
きないもの又は行ってはいけないもの、
すなわち、病院内の生活でいえば、活
動の範囲がおおむねベッド周辺に限ら
れるものであり、家庭内の生活でいえ
ば、活動の範囲がおおむね就床室内に
限られるものであるとされ、日常生活
が著しい制限を受けるか又は日常生活
に著しい制限を加えることを必要とす
る程度とは、必ずしも他人の助けを借
りる必要はないが、日常生活は極めて
困難で、労働により収入を得ることが
できない程度のもので、例えば、家庭
内の極めて温和な活動（軽食作り、下
着程度の洗濯等）はできるが、それ以
上の活動はできないもの又は行っては
いけないもの、すなわち、病院内の生
活でいえば、活動の範囲がおおむね病

が平成○年○月○日であり、本件傷病Ｂ
及び本件傷病Ｃに係る初診日が平成○年
○月○日であって、請求人がそれらの各
初診日から１年６月を経過した後に２０
歳に達したことについては、当事者間に
争いがないと認められるところ、請求人
は、前記「事実」欄第２の３記載の理由
による原処分１及び同第２の４記載の理
由による原処分２を不服としているので
あるから、本件で検討すべき問題点は、
主位的な２０歳到達日による請求につい
て、２０歳に達した日における請求人の
本件傷病Ａ及び本件傷病Ｂによる障害の
状態（以下「２０歳到達日における障害
の状態」という。）が国年令別表に定める
障害の程度に該当すると認められるかど
うかであり、これが認められない場合に
は、予備的な事後重症による請求につい
て、裁定請求日における請求人の本件傷
病Ａ、本件傷病Ｂ及び本件傷病Ｃによる
障害の状態（以下「裁定請求日における
障害の状態」という。）が国年令別表に定
める障害等級１級の程度に該当すると認
められるかどうかである。

第２　審査資料
　（略）
第３　事実の認定及び判断
１	　（略）
２	　以下、本件の問題点を検討し、判断す
る。
⑴	　国年令別表は、障害基礎年金が支給
される障害の状態を定めているが、請
求人の本件傷病Ａ及び本件傷病Ｂに関
わるものとしては、「身体の機能の障害
又は長期にわたる安静を必要とする病
状が前各号と同程度以上と認められる
状態であつて、日常生活が著しい制限
を受けるか、又は日常生活に著しい制
限を加えることを必要とする程度のも
の」（２級１５号）が、本件傷病Ｃに関
わるものとしては、「両下肢の機能に著
しい障害を有するもの」（１級６号）、
「前各号に掲げるもののほか、身体の機
能の障害又は長期にわたる安静を必要
とする病状が前各号と同程度以上と認
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に認定するとされ、障害の程度は、
一般状態が、一般状態区分表（これ
は本件診断書１及び本件診断書２に
記載されている一般状態区分表のア
からオまでと同じ内容のものであ
る。）のオに該当するものは１級に、
同表のエ又はウに該当するものは２
級に、同表のウ又はイに該当するも
のは３級におおむね相当するので、
認定に当たっては、参考とする、と
されている。

イ	　また、障害認定基準の本章「第
１４節　血液・造血器疾患による障
害」によると、血液・造血器疾患に
よる障害の程度は、自覚症状、他覚
所見、検査成績、一般状態、治療及
び症状の経過等（薬物療法による症
状の消長の他、薬物療法に伴う合併
症等）、具体的な日常生活状況等に
より、総合的に認定するものとし、
当該疾病の認定の時期以後少なくと
も１年以上の療養を必要とするもの
であって、長期にわたる安静を必要
とする病状が、日常生活が著しい制
限を受けるか又は日常生活に著しい
制限を加えることを必要とする程度
のものを２級に該当するものと認定
するとされている。そして、血液・
造血器疾患は、臨床像から、赤血球
系・造血不全疾患（再生不良性貧血、
溶血性貧血等）、血栓・止血疾患（血
小板減少性紫斑病、凝固因子欠乏症
等）及び白血球系・造血器腫瘍疾患
（白血病、悪性リンパ腫、多発性骨髄
腫等）に大別するとされているとこ
ろ、請求人の本件傷病Ａによる障害
については、白血球系・造血器腫瘍
疾患に係る認定要領によりその障害
の程度を認定するのが相当であり、
同認定要領においては、白血球系・
造血器腫瘍疾患により障害等級２級
に相当すると認められるものの一部
例示として、下記のＡ表、Ｂ表及び
一般状態区分表（これは本件診断書
１及び本件診断書２の一般状態区分

棟内に限られるものであり、家庭内の
生活でいえば、活動の範囲がおおむね
家屋内に限られるものであるとされて
いる。
⑶	　請求人の本件傷病Ａ及び本件傷病Ｂ
による障害については、障害認定基準
の第３第１章（以下「本章」という。）
「第１８節　その他の疾患による障害」
の認定基準及び認定要領、並びに本章
「第１４節　血液・造血器疾患による障
害」の認定基準及び認定要領により、
本件傷病Ｃによる障害については、本
章「第７節　肢体の障害」（以下「本
節」という。）の「第４　肢体の機能の
障害」の認定基準及び認定要領により、
それぞれ認定、判断するのが相当であ
る。
ア	　その他の疾患による障害は、本章
「第１節　眼の障害」から「第１７節　
高血圧症による障害」において取り
扱われていない疾患を指すものであ
るが、その他の疾患による障害の程
度は、全身状態、栄養状態、年齢、
術後の経過、予後、原疾患の性質、
進行状況等、具体的な日常生活状況
等を考慮し、総合的に認定するもの
とし、身体の機能の障害又は長期に
わたる安静を必要とする病状があり、
日常生活が著しい制限を受けるか又
は日常生活に著しい制限を加えるこ
とを必要とする程度のものを２級に
該当するものと認定するとされてい
る。また、いわゆる難病については、
その発病の時期が不定、不詳であり、
かつ、発病は緩徐であり、ほとんど
の疾患は、臨床症状が複雑多岐にわ
たっているため、その認定に当たっ
ては、客観的所見に基づいた日常生
活能力等の程度を十分考慮して総合
的に認定するものとし、なお、厚生
労働省研究班や関係学会で定めた診
断基準、治療基準があり、それに該
当するものは、病状の経過、治療効
果等を参考とし、認定時の具体的な
日常生活状況等を把握して、総合的
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織及び細胞所見、合併症の有無とそ
の程度、治療及び病状の経過等を参
考とし、認定時の具体的な日常生活
状況等を把握して、総合的に認定す
るとされている。
　さらに、造血幹細胞移植を受けた
ものに係る障害認定に当たっては、術
後の症状、移植片対宿主病（ＧＶＨＤ）
の有無及びその程度、治療経過、検査
成績及び予後等を十分に考慮して総
合的に認定するとされ、慢性ＧＶＨＤ
については、日本造血細胞移植学会
（ガイドライン委員会）において作成
された「造血細胞移植ガイドライン」
における慢性ＧＶＨＤの臓器別スコ
ア及び重症度分類を参考にして、認
定時の具体的な日常生活状況を把握
し、併合（加重）認定の取扱いは行
わず、諸症状を総合的に認定すると
されている。

ウ	　障害認定基準第３の第２章「第３
節　総合認定」によれば、認定の対
象となる内科的疾患が併存している
場合については、併合（加重）認定
の取扱いは行わず、総合的に判断し
て認定するとされている。

エ	　さらに、本節「第４　肢体の機能
の障害」によれば、肢体の障害が上
肢及び下肢などの広範囲にわたる障
害（脳血管障害、脊髄損傷等の脊髄
の器質障害、進行性筋ジストロ
フィー等）の場合には、本節「第１　
上肢の障害」、「第２　下肢の障害」
及び「第３　体幹・脊柱の機能の障
害」に示したそれぞれの認定基準と
認定要領によらず、「第４　肢体の機
能の障害」として認定するとされ、
肢体の機能の障害の程度は、関節可
動域、筋力、巧緻性、速さ、耐久性
を考慮し、日常生活における動作の
状態から身体機能を総合的に認定す
るとされ、他動可動域による評価が
適切でないもの（例えば、末梢神経
損傷を原因として関節を可動させる
筋が弛緩性の麻痺となっているもの）

表のアないしオと同じ内容のもので
ある。）を掲げた上で、次のとおりと
されている。

障害の程度 障　害　の　状　態

２　級

Ａ表Ⅱ欄に掲げるうち、いずれか
１つ以上の所見があり、Ｂ表Ⅱ欄
に掲げるうち、いずれか１つ以上
の所見があるもので、かつ、一般
状態区分表のエ又はウに該当する
もの

Ａ表
区 分 臨　床　所　見

Ⅱ

１	 発熱、骨・関節痛、るい痩、貧血、
出血傾向、リンパ節腫脹、易感染
性、肝脾腫等のあるもの

２	 輸血を時々必要とするもの
３	 継続的な治療が必要なもの

Ｂ表
区 分 検　査　所　見

Ⅱ

１　末梢血中のヘモグロビン濃度が
7.0g/dL以上9.0g/dL未満のもの

２　末梢血中の血小板が2万/μL以上
5万/μL未満のもの

３　末梢血中の正常好中球数が500/
μL以上1,000/μL未満のもの

４　末梢血中の正常リンパ球数が300/
μL以上600/μL未満のもの

　なお、検査成績は、その性質上変
動しやすいものであるので、血液・
造血器疾患による障害の程度の判定
に当たっては、最も適切に病状をあ
らわしていると思われる検査成績に
基づいて行うものとし、特に、輸血
や補充療法により検査数値が一時的
に改善する場合は、治療前の検査成
績に基づいて行うものとするとされ、
血液・造血器疾患の病態は、各疾患
による差異に加え、個人差も大きく
現れ、病態によって生じる臨床所見、
検査所見も、また様々なので、認定
に当たっては上記のＡ表及びＢ表に
よるほか、他の一般検査、特殊検査
及び画像診断等の検査成績、病理組
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てボタンをとめる）
③	　下肢の機能
ア	　片足で立つ
イ	　歩く（屋内）
ウ	　歩く（屋外）
エ	　立ち上がる
オ	　階段を上る
カ	　階段を下りる

　そして、身体機能の障害の程度と
日常生活における動作の障害との関
係を参考として示すと、「用を全く廃
したもの」とは、日常生活における
動作のすべてが「一人で全くできな
い場合」又はこれに近い状態をいい、
「機能に相当程度の障害を残すもの」
とは、日常生活における動作の多く
が「一人で全くできない場合」又は
日常生活における動作のほとんどが
「一人でできるが非常に不自由な場
合」をいい、「機能障害を残すもの」
とは、日常生活における動作の一部
が「一人で全くできない場合」又は
ほとんどが「一人でできてもやや不
自由な場合」をいうとされている。
　さらに、障害認定基準の本節「第
２　下肢の障害」によれば、「両下肢
の機能に著しい障害を有するもの」
すなわち「両下肢の用を全く廃した
もの」とは、両下肢の３大関節中そ
れぞれ２関節以上の関節が全く用を
廃したもの、すなわち、次のいずれ
かに該当する程度のものをいうとさ
れている。
ア	　不良肢位で強直しているもの
イ	　関節の他動可動域が、別紙
「肢体の障害関係の測定方法」
（注：掲記省略）による参考可動
域（以下「参考可動域」とい
う。）の２分の１以下に制限さ
れ、かつ、筋力が半減している
もの
ウ	　筋力が著減又は消失している
もの

　ただし、両下肢それぞれの膝関節
のみが１００度屈曲位の強直である

については、筋力、巧緻性、速さ、
耐久性を考慮し、日常生活における
動作の状態から身体機能を総合的に
認定するとされ、障害等級１級に相
当すると認められるものを一部例示
するとして、「一上肢及び一下肢の用
を全く廃したもの」、「四肢の機能に
相当程度の障害を残すもの」が掲げ
られている。
　なお、肢体の機能の障害が両上肢、
一上肢、両下肢、一下肢、体幹及び
脊柱の範囲内に限られている場合に
は、それぞれの認定基準と認定要領
によって認定するとされ、肢体の機
能の障害が上肢及び下肢の広範囲に
わたる場合であって、上肢と下肢の
障害の状態が相違する場合には、障
害の重い肢で障害の程度を判断し、
認定するとされている。
　日常生活における動作と身体機能
との関連は、厳密に区別することが
できないが、おおむね次のとおりで
あるとされ、手指の機能と上肢の機
能とは、切り離して評価することな
く、手指の機能は、上肢の機能の一
部として取り扱うとされている。
①	　手指の機能
ア	　つまむ（新聞紙が引き抜けな
い程度）

イ	　握る（丸めた週刊誌が引き抜
けない程度）

ウ	　タオルを絞る（水をきれる程
度）

エ	　ひもを結ぶ
②	　上肢の機能
ア	　さじで食事をする
イ	　顔を洗う（顔に手のひらをつ
ける）

ウ	　用便の処置をする（ズボンの
前のところに手をやる）

エ	　用便の処置をする（尻のとこ
ろに手をやる）

オ	　上衣の着脱（かぶりシャツを
着て脱ぐ）

カ	　上衣の着脱（ワイシャツを着
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ビン濃度が１４．４ｇ／ｄL、血小板
が１０．２万／μL、好中球が３４１０
／μL、リンパ球が１０９０／μLと
され、同日実施の凝固系検査において、
ＡＰＴＴが２８．７秒（基準値２５．１
〜３６．５秒）、ＰＴは１２．１秒（基
準値９．４〜１２．５秒）とされ、治
療状況としては、補充療法が月１回、
造血幹細胞移植が「有」（平成○年○月
○日実施）、慢性ＧＶＨＤが「有」（軽
症）とされ、その他の所見として、「両
股関節の拘縮がゆっくり進行しており
歩行不能で常時車イス必要。車イス無
しでは移動不能。また、副鼻腔炎や言
葉の不鮮明が出現し発音がやや困難な
状態である。」とされており、免疫機能
障害の欄における身体症状等の項目は
いずれも「無」又は「いいえ」とされ、
現在持続している副作用の状況として
は、精神障害、慢性ＧＶＨＤがあると
され、エイズ発症の既往の有無は「無」
とされ、人工臓器等の項目については
いずれも「無」とされ、一般状態区分
は、「エ」（身の回りのある程度のこと
はできるが、しばしば介助が必要で、
日中の５０％以上は就床しており、自
力では屋外への外出等がほぼ不可能と
なったもの）とされ、現症時の日常生
活活動能力及び労働能力は、「慢性
ＧＶＨＤで免疫抑制剤を投与中。両股
関節の障害。歩行不能。常時車イス必
要。車イス無しでは移動不能。」とさ
れ、予後としては、「感染の重症化に注
意して経過観察が必要な状態である。
進行性疾患の為、改善の可能性はな
い。」とされていることが認められる。
　以上の事実に基づいて総合的に認定
すると、チェディアック東症候群につ
いては、一般状態区分は「エ」とされ
ているところ、自覚症状は、易疲労感、
動悸、息切れ、関節症状が「有」、他覚
所見は、易感染性が「著」とされてい
るが、その他の各項目は「無」とされ、
平成○年○月○日実施の末梢血掖検査
の結果は前記のとおりであり、慢性

場合のように、両下肢の３大関節中
単にそれぞれ１関節の用を全く廃す
るにすぎない場合であっても、その
両下肢を歩行時に使用することがで
きない場合には、「両下肢の用を全く
廃したもの」と認定するとされてい
る。なお、認定に当たっては、一下
肢のみに障害がある場合に比して日
常生活における動作に制約が加わる
ことから、上記③の下肢の機能の動
作を考慮して総合的に認定するとさ
れている。

オ	　障害認定基準の第３第２章「第２
節　併合（加重）認定」によれば、
２つの障害が併存する場合には、
個々の障害について、併合判定参考
表（注：掲記省略）における該当番
号を求めた後、当該番号に基づき併
合（加重）認定表（注：掲記省略）
による併合番号を求め、障害の程度
を認定することとされている。

⑷	　そこで、まず、２０歳到達日におけ
る障害の状態についてみると、本件診
断書１によれば、現在までの治療の内
容、反応、期間、経過等として、「兄か
ら同種骨髄移植を行ったが生着不全と
なり、その後○年急性リンパ性白血病
を発病、化学療法で寛解したが再発、
同種造血細胞移植を行い治癒した。年
齢が上がるにしたがって、チェヂアッ
ク東症候群の症状である歩行困難、言
葉の不鮮明が出現し、車いすでの生活
となっており、次第に悪化してきた。
ＩｇＧは５００以下であり、定期補充
を必要としている」と指摘され、診療
回数は年間１２回、月１回であるとさ
れ、平成○年○月○日に測定された身
長が○ｃｍ、体重が○ｋｇであるとさ
れ、障害の状態としては、血液・造血
器の欄における臨床所見のうち、自覚
症状は、易疲労感、動悸、息切れ、関
節症状が「有」、他覚所見は、易感染性
が「著」、その他の各項目は「無」とさ
れ、検査所見は、平成○年○月○日実
施の末梢血掖検査において、ヘモグロ
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ｋｇであるとされ、障害の状態として
は、血液・造血器の欄における臨床所
見のうち、自覚症状は、易疲労感、動
悸、息切れ、関節症状が「有」、他覚所
見は、易感染性が「著」、その他の各項
目は「無」とされ、検査所見は、令和
○年○月○日実施の末梢血掖検査にお
いて、ヘモグロビン濃度が１２．６ｇ
／ｄL、血小板が１４．８万／μL、好
中球が７９００／μL、リンパ球が
１８００／μLとされ、同日実施の凝固
系検査において、ＡＰＴＴが２４．０秒
（基準値２５．１〜３６．５秒）、ＰＴ
は１２．２秒（基準値９．４〜
１２．５秒）とされ、治療状況及びそ
の他の所見は、本件診断書１の内容と
同様であり、免疫機能障害の欄におけ
る身体症状等の項目はいずれも「無」
又は「いいえ」とされ、現在持続して
いる副作用の状況、エイズ発症の既往
の有無、人工臓器等の項目については
いずれも本件診断書１の内容と同様で
あり、一般状態区分は、「エ」（身の回
りのある程度のことはできるが、しば
しば介助が必要で、日中の５０％以上
は就床しており、自力では屋外への外
出等がほぼ不可能となったもの）とさ
れ、現症時の日常生活活動能力及び労
働能力は、「両股関節の障害。歩行不
能。常時車イス必要。車イス無しでは
移動不能。移植後の低ガンマグロブリ
ン血症にたいして定期補充を行わない
と維持できない状態である」とされ、
予後としては、「感染の重症化に注意し
て経過観察が必要な状態。移植後の低
ガンマグロブリン血症にたいして定期
補充を行わないと維持できない状態で
ある。進行性疾患の為、改善の可能性
はない。」とされていることが認められ
る。
　以上の事実に基づいて総合的に認定
すると、チェディアック東症候群につ
いては、難病に指定されている傷病で
あり、請求人の自覚症状は、易疲労感、
動悸、息切れ、関節症状が「有」、他覚

ＧＶＨＤは軽症、免疫機能障害の身体
症状等はいずれも「無」又は「いいえ」
とされており、月１回の補充療法と経
過観察が行われている状況にあるので
あって、このような障害の状態は、障
害等級２級に該当するとされる「日常
生活が著しい制限を受けるか又は日常
生活に著しい制限を加えることを必要
とする程度」に至っているものとは認
められない。
　また、急性リンパ性白血病について
は、前記のとおり、同傷病は同種造血
細胞移植を行い治癒したとされ、免疫
機能障害の身体症状等はいずれも
「無」又は「いいえ」とされており、そ
の他本件診断書１により認められる事
実によれば、白血球系・造血器腫瘍疾
患の認定要領で定めている障害の状態
に至っているものとは認められない。
　なお、a病院b科・Ａ医師作成の平成
○年○月○日現症に係る同日付け診断
書により認められる２０歳到達時にお
ける請求人の本件傷病Ｃによる障害の
状態（この点については、本件記録に
よれば、厚生労働大臣は、請求人から
の裁定請求に対し、令和○年○月○日
付けで、同障害の状態は国年令別表に
定める障害等級２級の程度に該当しな
い旨の判断を行っていることが認めら
れる。）と、本件診断書により認められ
る本件傷病Ａ及び本件傷病Ｂによる障
害の状態が併存するものとして、これ
らを併合（加重）認定の方法により認
定したとしても、障害等級２級の程度
に至っていると認めることはできない。
⑸	　次に、裁定請求日における障害の状
態についてみると、本件診断書２によ
れば、現在までの治療の内容、反応、
期間、経過等は、ほぼ本件診断書１の
内容と同様であるが、これに加えて、
同種造血細胞移植を行った後、慢性
ＧＶＨＤの治療に難渋している旨が記
載されており、診療回数は本件診断書
１と同様であり、令和○年○月○日に
測定された身長が○ｃｍ、体重が○
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由」、さじで食事をする（右）、顔を洗
う（顔に手のひらをつける）（右、左）、
用便の処置をする（ズボンの前のとこ
ろに手をやる／尻のところに手をやる）
（右、左）が「一人でできてもやや不自
由」とされ、下肢に係る動作について
は、片足で立つ（右、左）、歩く（屋内
／屋外）が「一人で全くできない」、階
段を上る、階段を下りるが「手すりが
あってもできない」、立ち上がるが「支
持があればできるが非常に不自由」と
され、３大関節の他動可動域は、上肢
については、肘関節、手関節の欄が斜
線で抹消されており、両肩関節（屈曲、
外転）が参考可動域の２分の１以下に
制限され、その筋力は、いずれも「や
や減」とされ、下肢については、膝関
節、足関節の欄は斜線で抹消されてお
り、両股関節（屈曲＋伸展）が参考可
動域の２分の１以下に制限され、その
筋力は、いずれも「著減」とされ、平
衡機能のうち、閉眼での起立・立位保
持の状態は「不可能である」、開眼での
直線の１０ｍ歩行の状態は「転倒ある
いは著しくよろめいて、歩行を中断せ
ざるを得ない」とされ、補助用具の使
用状況については、車椅子を常時（起
床より就寝まで）使用しているとされ、
その他の精神・身体の障害の状態は、
「両大腿骨頭壊死による両股関節の障
害。歩行不能。常時車イス必要」とさ
れ、現症時の日常生活活動能力及び労
働能力は、「車イス無しでは移動不能」
とされていることが認められる。
　このような障害の状態は、肢体の機
能の障害で障害等級２級に該当すると
認められる例示のうち「四肢に機能障
害を残すもの」（併合判定参考表４号）
に該当するが、障害等級１級に該当す
ると認められる例示のうち「四肢の機
能に相当程度の障害を残すもの」には
該当せず、総合的に認定しても、「日常
生活の用を弁ずることを不能ならしめ
る程度」に至っているものとはいえな
い。

所見は、易感染性が「著」とされてい
るが、その他の各項目は「無」とされ、
令和○年○月○日実施の末梢血掖検査
の結果は前記のとおりであり、慢性
ＧＶＨＤは軽症、免疫機能障害の身体
症状等はいずれも「無」又は「いいえ」
とされているところ、慢性ＧＶＨＤの
治療に難渋し、移植後の低ガンマグロ
ブリン血症に対して定期補充を行わな
いと維持できない状態であるとされ、
月１回の補充療法と経過観察（感染の
重症化に注意してのもの）が行われ続
けている状況にあり、一般状態区分は
「エ」とされているのであるから、この
ような障害の状態は、障害等級２級に
相当するとされる「日常生活が著しい
制限を受けるか又は日常生活に著しい
制限を加えることを必要とする程度」
（併合判定参考表４号）に至っていると
認めることができる。
　なお、急性リンパ性白血病について
は、前記のとおり、同傷病は同種造血
細胞移植を行い治癒したとされ、免疫
機能障害の身体症状等はいずれも
「無」又は「いいえ」とされており、そ
の他本件診断書２により認められる事
実によれば、白血球系・造血器腫瘍疾
患の認定要領で定めている障害の状態
に至っているものとは認められない。
　さらに、本件診断書３によれば、障
害の状態として、切断又は離断・変
形・麻痺の人体図において、両肩と両
下肢の腿上部に×印（注：変形を示
す。）が付され、外観、起因部位、反射
等の欄、脊柱の障害、人工骨頭・人工
関節の装着の状態、握力、手（足）指
関節の他動可動域の欄はいずれも斜線
で抹消されており、日常生活における
動作の障害の程度は、上肢に係る動作
については、つまむ（右、左）、タオル
を絞る（両手）、上衣の着脱（ワイシャ
ツを着てボタンをとめる）（両手）が
「一人で全くできない」、握る（右、左）、
ひもを結ぶ（両手）、さじで食事をする
（左）が「一人でできるが非常に不自
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　なお、肢体の機能の障害が上肢及び
下肢の広範囲にわたる場合であって、
上肢と下肢の障害の状態が相違する場
合には、障害の重い肢で障害の程度を
判断し、認定するとされているとされ
ているので、より重い肢である下肢に
ついてみると、両股関節の他動可動域
は、参考可動域の２分の１以下に制限
され、その筋力は、いずれも「著減」
とされているのであるが、日常生活に
おける動作の障害の程度は、立ち上が
るが「支持があればできるが非常に不
自由」とされていることからすると、
障害等級１級に該当すると認められる
ものの例示である「両下肢の用を全く
廃したもの」には当たらない。
⑹	　そして、併合（加重）認定の手法を
用いて障害の程度を認定すると、本件
傷病Ａ（チェディアック東症候群）に
よる障害（併合番号４号）と本件傷病
Ｃによる肢体の機能の障害（併合番号
４号）との併合番号は１号であるから、
国年令別表に定める１級の程度に該当
するものと認められる。

３	　以上によれば、請求人の２０歳到達時
における障害の状態に係る請求人の主位
的請求には理由がなく、原処分１は相当
であるから、この部分についての再審査
請求は棄却すべきであるが、請求日にお
ける障害の状態に係る請求人の予備的請
求には、上記に述べた限度で理由がある
ので、これと判断を異にする原処分２は
相当ではなく、これを取り消すべきであ
る。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。




